
策定理由と方向性
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2025年を見据えた「入院医療・病床機能」を中心とした
医療提供体制の構想

現構想と新構想の違い

新たな地域医療構想の概要

● 都は、医療法改正により、2025年を見据えて、主に入院医療を対象とした地域医療構想に基づき、病床の機能分化・連携を進めてきた

● 今後、85歳以上の増加や生産年齢人口の減少が見込まれる中、2040年とその先を見据えたあるべき医療提供体制の姿やビジョンを示す

 ために、新たな地域医療構想を策定

入院医療（高齢者救急など）、外来医療・在宅医療、

介護との連携、人材確保等を含めた、地域における

医療提供体制全体の課題解決を図る

現構想

新構想 2040年を見据えた「医療提供体制全体」の「将来ビジョ
ン」を示す構想

85歳以上の増加と救急需要等の変化

２ 生産年齢人口の減少

○医療人材の確保が一層困難となる中、持続可能な働き方

 の確保が課題

１

○急性期医療の需要は減少する一方、高齢者救急（特に軽症

 者）・在宅医療・介護の需要は増加

○85歳以上を中心に高齢者数は2040年頃まで増加し、

 医療・介護の複合ニーズのさらなる高まり

○重症者を確実に受け入れられるよう、今後の需要に応じた

 役割分担の明確化が必要
新構想で示す主な内容

○ 地域の医療提供体制全体の将来のビジョン・方向性

（入院医療、外来医療・在宅医療、介護との連携、人材確保等）

○ 将来の医療機関機能の確保のあり方

○ 医療機関の機能分化・連携の推進に関する取組

○ 将来の病床数・在宅医療の必要量

○ 病床の機能分化・連携の推進に関する取組

※赤字は新たな項目
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（目的）

効率的な医療提供体制の確保を図るため、医療需要の変化を踏まえた

病床数の適正化を進める医療機関に対し、診療体制の変更等による

職員の雇用等の様々な課題に際して生じる負担について支援を行う

（交付額）
１床につき4,104千円 ※休床の場合は2,052千円

※令和８年７月３日付け厚生労働省医政局長通知「地域医療構想策定ガイドラインについて」等を基に作成

・「2025年に向けた病床の機能分化」中心から、医療提供体制全体の

再設計へ

・高齢者救急・在宅医療の増加、急性期需要の変化、人口減少下での

医療アクセス確保に対応

・医療従事者の持続可能な働き方と、必要な医療・介護の提供を両立

目指す姿

【大都市型】

高齢者救急が増加。医療資源は多いが、機能重複・偏在に留意

患者流動が広域・複雑で、区域内の小単位協議も重要

【地方都市型】

高齢者への医療提供と人材確保が同時課題

【人口の少ない地域】

需要減と人材確保難を踏まえ、広域連携で機能確保

地域類型別の課題

・地域医療構想は医療計画の「一部」から「上位概念」へ（第9次医療計画から新構想を踏まえた実行計画として策定）

・構想区域：二次医療圏前提を固定せず、必要に応じて広域化・県境連携も検討（構想区域と二次医療圏は原則一致）

・病床機能に加え、「医療機関が担う機能」を明確化するため、医療機関機能を新設（令和８年10月から報告制度開始）

・調整会議：入院に加え外来・在宅・介護連携も扱うため、議題に応じ運営を柔軟化（住民理解・情報公開も重視）

・精神医療を新構想に位置付け（WGで2027年10月からの病床機能・医療機関機能の報告開始に向け、2026年度に検討）

主な変更点

※医療計画改定のタイミング（2030年と2036年）で見直し

×

2040年の医療需要推計

÷

病床稼働率
現在の病床稼働率の中央値に医療DXの取組を上乗せ

【高度急性期】78％＋１％ （現75％）
【急性期】83％＋１％ （現78％）
【包括期】87％＋２％ （現90％）
【慢性期】92％＋0.5％ （現92％）

新構想における
医療機能別の
必要病床数

×

病床数
適正化分

病床数適正化緊急
支援事業により、
削減が見込まれる
病床数分の医療需
要を差し引き

1－減少率

＝

新たな地域医療構想について(国の考え方）①

構想の取組による効果等
【改革モデル】

ex)
・入院受療率低下・現構想との差分反映
・急性期の75 歳以上は、
急性期5割／包括期5割として見込む

2040人口

×

直近実績
（NDB受療
率等）

必要病床数の推計
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【参考】病床数適正化緊急支援事業（国）



新たな地域医療構想について(国の考え方）②
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2027（令和9）年
上半期まで

現状把握
課題設定
区域点検

2028（令和10）年度
まで

構想策定
（医療機関機能決定
・必要病床数）

2030（令和12）
年度

第9次医療計画
（構想を具体化）
必要病床数見直し

2035（令和17）年
目途

一定の成果

2036（令和18）年

第10次医療計画
必要病床数見直し

医療機関機能報告
開始

2026（令和8） 年
10月

区 分 2040年構想 医療計画

根拠 医療法第30条の4第2項第7号 医療法第30条の4

位置付け 医療提供体制全体の将来ビジョン
（医療計画の上位概念化）

総合計画
（新構想を踏まえた実行計画）

期間（時間軸） 2040年を見据えて中長期 当面６年間

主な内容 医療提供体制全体の将来のビジョン・方向性（入院
医療、外来医療・在宅医療、介護との連携、人材確
保等）、将来の病床数等の必要量、医療機関機能の
確保のあり方など

５疾病・6事業、在宅医療、外来医療、医療DX、医療
人材の確保・育成など計画期間中の取組の方向性、
基準病床数

策定・次期改定 2028（令和10）年度まで
※必要に応じ継続的に見直し

2030（令和12）年度
（新構想の考え方を反映）

【参考】地域医療構想と医療計画

※精神医療については、R8年度：国検討、R9年度以降：都道府県が検討

国が示すスケジュール



（１）高齢者救急（実施基準・情報連携）

• 年齢で一律に定義・搬送先選定は困難。救急隊 医療機関の情報連携、平時からの療養方針共有等を踏まえ、実施基準

等の地域ルールに位置付け（下り/上り搬送の活用等も含めて検討）

（２）急性期拠点機能を担う病院（人口当たりの数の目安は機械的に適用しない）

• 人口20～30万人に１か所程度を目安。症例分散を避けつつ、診療実績・政策医療・アクセス等を踏まえ総合的に協議

• 大学病院本院は「医育及び広域診療機能」のみ報告

（ただし、地域の救急等を実際に担っている場合は、その実態を踏まえて急性期拠点の数や役割分担を検討）

① 構想区域（必要病床数・会議体）
・人口、患者流出入、医療資源、アクセス等を踏まえ、2040年を見据えた区域設定の妥当性を点検

・大都市部では、数百万人規模の区域でも、必要に応じ地域単位・テーマ別WGで協議

・必要病床数・基準病床数・病床機能報告は役割が異なるため、入院受療率低下の中、数値差だけで増床・削減を判断しない

② 医療機関機能に基づく連携

③外来医療・在宅医療、介護との連携

• 外来：かかりつけ医機能・外来機能報告を活用し、休日夜間・専門外来・アクセス・医歯薬連携を確認

• 在宅：慢性期需要、在宅・療養病床・介護資源を把握し、24時間対応・後方支援を含めた提供体制を検討

• 介護：介護施設の受入可能な状態像、協力医療機関、急変時相談・受診・搬送ルールを共有

④人材確保

• 医療機関機能を踏まえ、区域ごとに必要な医療分野、医師数、人的協力のあり方を把握・検討

• 大学病院本院の人的協力や医師確保計画・地域医療対策協議会との連動を協議

新たな地域医療構想について(国の考え方）③

都道府県が検討すべき主な論点
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地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール

5出典：令和８年７月３日付け厚生労働省医政局長通知「地域医療構想策定ガイドラインについて」より抜粋



6

全国の医療を取り巻く状況について（３）高齢者救急・在宅医療

〇2020年から2040年にかけて、８５歳以上の救急搬送は７５％増加し、８５歳以上の在宅医療需要は６２％増加することが

見込まれる

出典：厚生労働省「第７回新たな地域医療構想等に関する検討会資料」（令和６年８月26日）より抜粋



全国の医療を取り巻く状況について（４）高齢者の急性期における疾病の特徴等

7出典：厚生労働省「第１回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料」（令和７年７月24日）より一部加工



〇要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に85歳以上で上昇する

○85歳以上の人口は、2040年に向けて引き続き増加が見込まれており、医療と介護の複合ニーズを持つものが一層多くなる

ことが見込まれる

全国の医療を取り巻く状況について（５）医療と介護の複合ニーズが一層高まる

8出典：厚生労働省「第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料」（令和６年３月29日）より抜粋



〇人口増減の影響や受療率のトレンドを考慮すると、都内の入院患者数は減少する見込み

（2025年比で2040年は約１割減、2065年は約２割減）

都内の医療を取り巻く状況について（３）入院需要推計

9出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

入院患者数推計結果
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〇都内の高齢者の救急搬送件数は、2050（令和32）年頃まで増加する見込み（ピークの2050年は、2025年比で約２割増）

〇特に、外来の高齢者救急搬送件数の増加が顕著となっている

都内の医療を取り巻く状況について（４）高齢者救急搬送件数の推計

10出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）より一部改

高齢者救急搬送患者数推計結果

※高齢者救急搬送件数は、患者調査（厚生労働省）における疾病分類別の救急搬送患者数から救急搬送割合を算出し、入院・外来患者数推計結果のうち 65 歳以上の患者数に乗じて算出
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1,360
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単位 人/日



〇都内の在宅医療の需要は大きく増加する見込み（2040年に約5.8万人へ増加、2023年比で約1.8倍）

都内の医療を取り巻く状況について（５）在宅医療患者数推計

11出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」 （令和７年度）

在宅医療患者数推計結果
単位：千人/日



新たな地域医療構想の検討体制について

疾病・事業ごとの協議会地域医療構想策定部会

医療審議会

〇地域医療構想策定部会では、新たな地域医療構想の取組の方向性を検討し、疾病・事業ごとの協議会では、策定部会の考え方を

踏まえた取組を検討

〇新たな構想の検討内容について、今年度実施する東京都保健医療計画（第８次）の中間見直しに反映

検討テーマ（例） 協議会等

高齢者救急 東京都救急医療対策協議会

在宅医療／医療と介護の
連携

東京都在宅療養推進会議
東京都高齢者保健福祉施策推進委員会

人材確保 東京都地域医療対策協議会

医療DX 東京都医療ＤＸ推進協議会

策定部会の考え方を踏まえ、各テーマにおける取組を検討

保健医療計画中間見直し検討部会

保健医療計画推進協議会

新構想の取組の方向性を検討

・・・・・・・・・

区
中
央
部

区
南
部

島
し
ょ

※構想区域ごとの取組を検討

地域医療構想調整会議

検討状況を反映

取組の方向性

新構想の方向性を踏まえ、次期計画改定（R12)までの取組を検討・反映 12



新たな地域医療構想 検討スケジュール（案）

時期 保健医療計画
推進協議会

地域医療構想
策定部会

各疾病・事業別協議会
地域医療構想
調整会議

令
和
８
年
度

7月

8月

9月

10月

11月
骨子案検討

12月

1月

素案検討

2月

3月

▲第１回
 現状把握・目指す姿

▲第6回～第7回
 ビジョン・骨子案の検討

▲第８回～第９回
 素案の検討

▲第２回～第５回
 テーマ別検討

▲第１回（複数圏域合同）

 策定ガイドラインの内容
構想策定に向けた意見聴取

▲第3回（圏域別）

 構想（骨子案 又は 素案）
 実現に向けた取組の方向性

▲第2回（圏域別）

 構想の策定状況
 圏域ごとの課題整理

意見照会・パブリックコメント

医療審議会への諮問→答申

○ 令和８年度中に、2040年を見据えた大きな方向性を示す新たな地域医療構想を策定

策定部会の考え方を踏まえ、
テーマ別に検討

取組の方向性

検討状況の反映
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2040年を見据えた医療提供体制を取り巻く状況・課題

  〇 入院患者総数は減少が見込まれる一方、高齢者救急や在宅医療の需要、医療・介護の複合ニーズを抱える高齢者が増加する

ことから、入院医療を中心とした体制から、外来・在宅医療や介護連携を含めた地域で支える体制への転換が求められる

〇 高度医療提供施設の集積や高齢者単独世帯が多いなど、全国と異なる東京の地域特性を踏まえ、医療機関の役割分担と連携を

推進し、持続可能な医療提供体制を確保する必要がある

14

項目 全国 都内

・大都市型は横ばい～増加

・高齢化・生産年齢人口減少を見据えた

役割分担を進めるため、医療機関機能を新設

・入院患者総数は減少見込み

・高度医療提供施設（大学病院本院・特定機能病院）が集積

・中小病院や民間病院が多い

・発達した交通網により、広範に医療サービスを受療

・高齢者は誤嚥性肺炎等で入院需要が増加する一方、

手術を要する割合は低下

・高齢者の救急搬送件数は増加見込み

・特に外来の高齢者救急搬送増加が顕著

・高齢者の人口総数が多い

・高齢化を背景に在宅医療需要が増加するとともに、

介護需要も増加

・医療と介護の複合ニーズも一層高まる

・在宅医療需要は大きく増加見込み

・高齢者単独世帯が多い

・医療・福祉分野の人材需要増 ・看護師、看護補助者・介護職員の不足感が強い

入院医療

高齢者
救急

在宅医療

医療・介護連携

人材確保
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